
（案） 

 番   号 
  ものづくり中小企業・小規模事業者試作開発等支援補助金交付要綱を次のとおり制定する。 
 
   平成２５年○○月○○日 
 

 
                                                                                      
                                            経済産業大臣 茂木  敏充 

 
 
 

ものづくり中小企業・小規模事業者試作開発等支援補助金交付要綱 
（通則） 

第１条 ものづくり中小企業・小規模事業者試作開発等支援補助金（以下「補助金」という。）の

交付については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号。

以下「適正化法」という。）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３

０年政令第２５５号。以下「施行令」という。）及びその他の法令の定めによるほか、この要綱

の定めるところによる。 
 

（交付の目的） 

第２条 この補助金は、補助事業者が、国からの補助金を受けて基金を造成し、当該基金を活用し

て、ものづくり中小企業・小規模事業者が実施する試作品の開発や設備投資等に要する経費の一

部を補助する事業（以下「ものづくり中小企業・小規模事業者試作開発等支援事業」という。）

を円滑に行うことにより、ものづくり中小企業・小規模事業者の競争力強化を支援し、我が国製

造業を支えるものづくり産業基盤の底上げを図るとともに、即効的な需要の喚起と好循環を促し、

経済活性化を実現することを目的とする。 
  

（交付先） 
第３条 この補助金は、経済産業大臣（以下「大臣」という。）が補助事業者に対し、その申請に

基づいて交付する。 
 

（交付の対象） 
第４条 この補助金は、補助事業者が、中小企業庁長官が別途定める「ものづくり中小企業・小規

模事業者試作開発等支援補助金実施要領」（以下「実施要領」という。）に定める事業を実施す

るための基金（以下「基金」という。）の造成（以下「交付対象事業」という。）を実施するた

めに必要な経費について、予算の範囲内で補助金を交付する。 

 

（交付額） 
第５条 この補助金の交付額は、定額とする。 
 

（交付の申請） 
第６条 補助事業者は、補助金の交付を受けようとするときは、様式第１による補助金交付申請書

に大臣が定める書類（以下「添付書類」という。）を添えて、大臣に提出しなければならない。 



 
（交付決定の通知） 

第７条 大臣は、前条の規定による申請書の提出があった場合には、当該申請書の内容を審査し、

補助金を交付すべきものと認めたときは、速やかに補助金の交付決定を行い、様式第２による補

助金交付決定通知書を補助事業者に送付するものとする。この場合において、大臣は適正な交付

を行うため、必要があると認めるときは、補助金の交付の申請に係る事項につき修正を加えて当

該通知を行うものとする。 
２ 前条の規定による申請書が到達してから、当該申請に係る前項による交付決定を行うまでに通

常要すべき標準的な期間は、３０日とする。 
３ 大臣は、第１項の通知に際して必要な条件を付することができる。 
 

（申請の取下げ） 
第８条 補助事業者は、補助金の交付決定の通知を受けた場合において、交付の決定の内容又はこ

れに付された条件に対して不服があり、補助金の交付の申請を取り下げようとするときは、当該

通知を受けた日から１０日以内に大臣に書面をもって申し出なければならない。 
 

（計画変更の承認等） 
第９条 補助事業者は、次の各号の一に該当するときは、あらかじめ様式第３による申請書を大臣

に提出し、その承認を受けなければならない。 
（１）交付対象事業又は基金の管理運営の内容を変更しようとするとき。ただし、次に掲げる軽

微な変更を除く。 
（ア）補助目的に変更をもたらすものではなく、かつ、補助事業者の自由な創意により、より 

能率的な補助目的達成に資するものと考えられる場合 
（イ）補助目的及び事業能率に関係がない事業計画の細部の変更である場合 

（２）交付対象事業又は基金の管理運営の全部又は一部を他に承継しようとするとき。 

（３）交付対象事業又は基金の管理運営の全部若しくは一部を中止し、又は廃止しようとすると

き。 
２ 大臣は、前項の承認をする場合において、必要に応じ交付の決定の内容を変更し、又は条件を

付することができる。 
 

（補助金の請求） 
第１０条 補助事業者は、補助金の支払いを受けようとするときは、様式第４による補助金支払請

求書を大臣に提出しなければならない。 
 

（実績報告） 
第１１条 補助事業者は、交付対象事業が完了（廃止の承認を受けた場合を含む。）したときは、

その日から起算して３０日を経過した日又は翌年度の４月１０日のいずれか早い日までに様式

第５による実績報告書を大臣に提出しなければならない。 
２ 交付対象事業の実施期間内において、国の会計年度が終了したときは、翌年度の４月３０日ま

でに前項に準ずる実績報告書を大臣に提出しなければならない。 
３ 補助事業者は、第１項の実績報告書をやむを得ない理由により提出できない場合は、大臣は期

限について猶予することができる。 
 

（補助金の額の確定等） 



第１２条 大臣は、前条第１項の報告を受けた場合には、報告書等の書類の審査及び必要に応じて

現地調査等を行い、その報告に係る交付対象事業の実施結果が補助金の交付の決定の内容（第９

条第１項に基づく承認をした場合は、その承認された内容）及びこれに付した条件に適合すると

認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、補助事業者に通知する。 
２ 大臣は、補助事業者に交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその額を超える補

助金が交付されているときは、その超える部分の補助金の返還を命ずる。 
３ 前項の補助金の返還期限は、当該命令のなされた日から２０日以内とし、期限内に納付がない

場合は、未納に係る金額に対して、その未納に係る期間に応じて年利１０．９５パーセントの割

合で計算した延滞金を徴するものとする。 
 
（是正のための措置） 

第１３条 大臣は、交付対象事業、基金の管理又は基金により行う実施要領に定める事業が適切に実

施されていないと認めるときは、是正のための措置を取るべきことを補助事業者に命ずることがで

きる。 
 

（交付決定の取消し等） 
第１４条 大臣は、第９条第１項第３号の交付対象事業の全部若しくは一部の中止若しくは廃止の

申請があった場合又は次の各号の一に該当する場合には、第７条第１項の交付の決定の全部若し

くは一部を取り消し、又は変更することができる。 
（１）補助事業者が、法令、本要綱又は法令若しくは本要綱に基づく大臣の処分若しくは指示に

違反した場合  
（２）補助事業者が、基金を本要綱又は実施要領に定める用途以外に使用した場合 
（３）補助事業者が、交付対象事業又は基金の管理運営に関して不正、怠慢、その他不適当な行

為をした場合 
（４）交付の決定後生じた事情の変更等により、交付対象事業又は基金の管理運営の全部又は一

部を継続する必要がなくなった場合 

２ 大臣は、前項の取消しをした場合において、既に当該取消しに係る部分に対する補助金が交付

されているときは、期限を付して当該補助金の全部又は一部の返還を命ずる。 
３ 大臣は、前項の返還を命ずる場合には、第１項第４号に規定する場合を除き、その命令に係る

補助金の受領の日から納付の日までの期間に応じて、年利１０．９５パーセントの割合で計算し

た加算金の納付を併せて命ずるものとする。 
４ 第２項に基づく補助金の返還については、第１２条第３項の規定を準用する。 

 

（基金の経理等） 
第１５条 補助事業者は、基金の経理について、他の経理と明確に区分した上、帳簿及び全ての証

拠書類を備え、常にその収支の状況を明らかにしておかなければならない。 
２ 補助事業者は、前項の帳簿及び証拠書類を基金の解散の日の属する年度の終了後５年間、大臣

の要求があったときは、いつでも閲覧に供せるよう保存しておかなければならない。 

 

（ものづくり中小企業・小規模事業者試作開発等支援事業の状況報告） 
第１６条 補助事業者は、大臣が特に必要と認めて要求したときは、遅滞なく、様式第６によるもの

づくり中小企業・小規模事業者試作開発等支援補助事業実施状況報告書を提出しなければならな

い。 
 



（ものづくり中小企業・小規模事業者試作開発等支援事業の終了等） 
第１７条 ものづくり中小企業・小規模事業者試作開発等支援事業は、平成２６年１２月までに終

了するものとする。 
２ 補助事業者がものづくり中小企業・小規模事業者試作開発等支援事業を終了した場合の当該事

業に係る残余財産の処分は、大臣の承認を受けた後でなければこれをすることができない。 
３ 前項の場合、補助事業者は、大臣が定める金額を国に納付しなければならない。 
４ 前項の大臣が定める金額は、基金の残高等を勘案して定めるものとする。 
５ 補助事業者は、国が定める金額を納付する場合は、基金の造成の際に交付した補助金の帰属する

会計に納付しなければならない。 
 

（その他） 
第１８条 大臣は、「補助金等の交付により造成した基金等に関する基準（平成１８年８月１５日閣

議決定）」の３及び４に規定されている各基準に適合するよう指導監督するとともに、当該基準に

従い必要な措置を講じることとする。 
２ この要綱に定める事項については、必要が生じた場合に大臣が必要な変更を行うことができるも

のとする。 
 

附 則 
この要綱は、平成２５年○○月○○日から施行（適用）する。 



 
（様式第１）   
                                                                    番          号 
                                                                    年    月    日 
  経済産業大臣 殿 
                                            申請者    住 所  
                                                      法人名                          

                                               代表者名                印 
 

ものづくり中小企業・小規模事業者試作開発等支援補助金交付申請書 
 
 ものづくり中小企業・小規模事業者試作開発等支援補助金交付要綱第６条の規定に基づき、上記

補助金の交付について下記のとおり申請します。 

 
                                          記 
 
１．交付対象事業の目的及び内容 
 

２．交付対象事業の開始及び完了予定日 
 
３．交付対象事業に要する経費                            円 
 
４．補助対象経費                                      円 
 
５．補助金交付申請額                                  円 
 
６．交付対象事業の収支予算 

 （１）収入の部 国庫補助金                                 円 

 （２）支出の部 基金造成費                 円 
 
 

（注）申請書には、次の事項を記載した書面を添付すること。 
１．定款又は寄附行為  
２．直近２年間の事業報告書及び決算報告  
３．基金の管理・運用方法及び業務実施体制を明らかにした書類 

 



（様式第２） 
                                                                    番          号 
                                                                    年    月    日 
 
 法人にあっては名称 
  及び代表者の氏名   宛て  
    

 

                                                       経済産業大臣 名 
 
 

ものづくり中小企業・小規模事業者試作開発等支援補助金交付決定通知書 
 
 平成○○年○○月○○日付け第○号をもって申請のありましたものづくり中小企業・小規模事業

者試作開発等支援補助金については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０

年法律第１７９号。以下「適正化法」という。）第６条第１項の規定に基づき下記のとおり交付す

ることに決定しましたので、適正化法第８条の規定に基づき通知します。 
 

記 
 
１．補助金の交付の対象となる事業の内容は、平成○○年○○月○○日付け第○号で申請のありま

したものづくり中小企業・小規模事業者試作開発等支援補助金交付申請書（以下「交付申請書」

という。）記載のとおりとします。 
 
２．交付対象事業に要する経費、補助対象経費及び補助金の額は、次のとおりとします。 
     
    補 助 金 の 額      金                 円 
 
３．この補助金は交付要綱第１６条、第１７条、第１８条に掲げる事項を条件として交付するもの

とします。 
 
４．事業に係る交付実績は、交付要綱第１１条に定めるところにより行わなければなりません。  
 
５．この交付の決定の内容又は条件に不服がある場合における補助金適正化法第９条第１項の規定

による申請の取下げをすることができる期限は、平成２５年○月○○日とします。 
 
６．補助金の額の確定は、補助対象経費の区分ごとに配分された経費の実支出額に補助率を乗じて

得た額と配分された経費ごとに対応する補助金の額とのいずれか低い額の合計額とします。 
 
７．（補助事業者名）は、適正化法、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭

和３０年政令第２５５号）及びものづくり中小企業・小規模事業者試作開発等支援補助金交付要

綱（２０１３○○○○財中第○号。以下「交付要綱」という。）の定めるところに従わなければ

なりません。 
なお、これらの規定に違反する行為がなされた場合、次の措置が講じられ得ることに留意して



ください。 
（１）適正化法第１７条第１項若しくは第２項の規定による交付決定の取消し、第１８条第１項

の規定による補助金等の返還又は第１９条第１項の規定による加算金の納付 
（２）適正化法第２９条から第３２条までの規定による罰則 
（３）相当の期間補助金等の全部又は一部の交付決定を行わないこと。 
（４）当省の所管する契約について、一定期間指名等の対象外とすること。 
（５）補助事業者等の名称及び不正の内容の公表 

 
８．（補助事業者名）は、交付対象事業に従事した時間等を明らかにするため、以下の帳簿等を日々

作成しなければなりません。 
（１）交付対象事業に従事した者の出勤状況を証明するに足る帳簿等 
（２）前号の者ごとにおいて実際に交付対象事業に従事した時間を証明するに足る帳簿等 

 
９．（補助事業者名）は、交付対象事業完了後、公益法人に対する行政の関与の在り方の改革実施

計画（平成１４年３月２９日閣議決定）に基づき、別添様式による補助金支出明細書を作成し、

（補助事業者名）の事務所に備え付け公開することとし、経済産業大臣に交付要綱第１１条第１

項に規定する実績報告書とともに提出しなければなりません。また、（補助事業者名）は、所管

官庁（経済産業省を除く。）に対しても補助金支出明細書を提出しなければなりません。 
なお、提出された補助金支出明細書は、（補助事業者名）の所管官庁のホームページに掲載さ

れることになります。（注） 
 
 
（注）９．補助事業者が国所管の公益法人である場合に限る。 

地方公共団体所管公益法人の場合、「また、（補助事業者名）は、所管官庁（経済産業省

を除く。）に対しても補助金支出明細書を提出しなければなりません。 
なお、提出された補助金支出明細書は、（補助事業者名）の所管官庁のホームページに掲

載されることになります。」は不要とする。 
 

 
 



 
（別添様式） 
 

補助金支出明細書  
 1.補助金の名称  
 2.事業の目的及び内容  
  (1)目的  

 (2)具体的な内容  

 3.交付先の公益法人の名称  

 4.交付実績額              千円(A)
 5.補助金における管理費 
  (1)人件費                千円

 (2)一般管理費                千円

 (3)その他の管理費 
 内 容  金 額

                千円

                千円

                        合 計                千円

                           合 計                千円

 6.外部への支出 
  (1)外部に再補助されているものに関する支出

 支出内容 支出先  金 額

                千円

                千円

                千円

                千円

                           合 計               千円(B)
 (2)(1)以外の支出

 支出内容 支出先  金 額

                千円

                千円

                千円

                千円

                           合 計                千円

 7.その他 
  内 容  金 額

                千円

                千円

                           合 計                千円

 8.再補助の割合            ％(B／A)
 
 



（様式第３） 
                                                                    番          号 
                                                                    年    月    日 
  経済産業大臣 殿 
                                        補助事業者    住所 
                                                      法人名                          

                                               代表者名                印 
 
 

ものづくり中小企業・小規模事業者試作開発等支援補助金計画変更（等）承認申請書 
 
 ものづくり中小企業・小規模事業者試作開発等支援補助金交付要綱第９条第１項の規定に基づき、

計画変更（等）について下記のとおり申請します。 
 
                                          記 
 
１．変更の内容 
 
２．変更を必要とする理由 
 
３．変更が交付対象事業に及ぼす影響 
 
４．変更の収支予算 
 

 
  （注）中止又は廃止にあっては、中止又は廃止後の措置を含めてこの様式に準じて申請すること。 



（様式第４） 
                                                                    番          号 
                                                                    年    月    日 
  経済産業大臣 殿 
                                        補助事業者    住所 
                                                      法人名   
                                                      代表者名             印 
 
 
 

ものづくり中小企業・小規模事業者試作開発等支援補助金支払請求書 

 
 

ものづくり中小企業・小規模事業者試作開発等支援補助交付要綱第１０条の規定に基づき、下記

のとおり請求します。 
 
                                              記 
 
 
１．支払請求金額（算用数字を使用すること。）               円 
 
２．振込先金融機関名、支店名、預金の種別、口座番号及び預金の名義を記載すること。 
 
 
 



（様式第５） 
                                                                    番          号 
                                                                    年    月    日 
  経済産業大臣 殿 
                                        補助事業者    住 所 
                                                      法人名   
                                                      代表者名             印 
 
 

ものづくり中小企業・小規模事業者試作開発等支援補助金実績報告書 
 

ものづくり中小企業・小規模事業者試作開発等支援補助金交付要綱第１１条第１項の規定に基づ
き、下記のとおり報告します。 
 
                                          記 
 
１．実施した交付対象事業 

（１）交付対象事業の内容 
 
（２）交付対象事業の効果 

 
 
２．補助金の交付決定額及び交付決定年月日 
 

（１）補助金の交付決定額                              円 
 

（２）補助金の交付決定年月日                              
 
 
３．交付対象事業の収支決算 
 

（１）収入の部                              円 
 

（２）支出の部                              円 



（様式第６） 

                                                                    番          号 
                                                                    年    月    日 
  経済産業大臣 殿 
                                        補助事業者    住所 
                                                      法人名   
                                                      代表者名             印 
 
 

 

ものづくり中小企業・小規模事業者試作開発等支援補助金実施状況報告書 

 

 

 平成  年  月  日付け第 号をもって承認のありましたものづくり中小企業・小規模事業者

試作開発等支援事業の実施の状況について、ものづくり中小企業・小規模事業者試作開発等支援補助

金交付要綱第１６条の規定に基づき、下記のとおり報告します。 

 

記 

 
 
１．ものづくり中小企業・小規模事業者試作開発等支援事業の実施状況の概要 
 
２．ものづくり中小企業・小規模事業者試作開発等支援事業の収支状況  

 


